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海関統計にみる中国貿易体制改革の歩み(下)
片岡幸雄
改革・開放政策と海関統計の整備
一 海関統計年報の収録統計
ー フル動員される各種貿易形態
(以上第18巻第2号)
四 貿易権の下放・分散と経営主体別貿易構造の変化
(以上第18巻第3号)
五 経済貿易体制改革と三資企業の貿易の発展
1 中国貿易における三資企業の地位
すで、に本稿四で
設立が進められ，これに輸出促進の任務が課せられたから，本格的な三資
企業の設立が増大するにつれて，中国貿易に占める三資企業の地位はだん
だんと高くなっていった。設立が認可される三資企業は最近では必ずしも
輸出促進ということが強く求められるとばかりはし、えず，社会主義市場経
済の建設に役立てばそれでもよいこととされているが，改革・開放政策へ
の転換以来やはり三資企業には輸出促進とか，先進技術の導入とか，技術
改造とかL、ったことが期待され，また課されてきている。このための優遇
措置もとられているのである。
改革・開放政策への転換後の三資企業等の契約認可件数-投資状況は，
第14表のとおりである。 1994年の数値は確定値ではないが，これによると
第2号(経済学・経営学編)
1979~94年の間に累計件数
で22万1，718の三資企業が
その累計外契約認可され，
資契約額は3，033億ドル，
実際に投資された外資累計
実際に額は956億ドルで，
投資された額は契約額の
31. 5%にあたる。累計件数
中外合資企
のうち，中外合資企業の件
63.5%，外資独資企業4万
中外合
作企業 3万3，873件， 15.3 
る。累計外資契約額の内訳
業の契約額は1，450億ドル
中外合作
企業774億ドル， 25.5%， 
外資独資企業769億ドル，
25.4%となっている。実際
に投資された外資累計額の
中外合資企内訳構成では，
業が506億ドルで'52.9%を
中外合作企業203億
ドル， 21. 2%，外資独資企
業203億ドル， 21. 2%とな
っている。
%の内訳構成となってい
で47.8%を占め，
占め，
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数が最も多く 14万899件，
6，836件， 21. 1 %，
構成でみると，
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投資規模を比較してみると，累計契約額ベースでは 1件当たり平均137
万ドル規模の契約投資額となり，中外合資企業103万ドル，中外合作企業
229万ドル，外資独資企業164万ドル，共同開発3，636万ドルとなっている。
累計外資契約額のうち実際に投資された額の割合は全体としては31.5% 
で，中外合資企業では34.9%，中外合作企業26.2%，外資独資企業26.9%，
共同開発では契約額をこえて投資が行われている。実際に投資された 1件
当たりの平均投資額については，第14表から算定することは可能であるが，
実体的意味が薄れる側面がある。三資企業の契約認可が行われでも，その
後かなりの件数の経営権の取り消し，取り上げなどの処分が行われてお
り，場合によっては撤退したケースもありうるからである。
1992年 1月下旬の郡小平の「南方視察談話」以来，対中外資直接投資は
新たな段階入った。 1992年の契約認可件数対前年増加率は275.7%，契約
額対前年増加率385.3%，実際に投資された外資額対前年増加率152.0%で
ある。 1992年の契約認可件数，契約額はともに， 79~例年の 13年間のそれ
ぞれの累計にほぼ相当する規模である。 1993年は対前年比でみると，契約
認可件数で71.1 %増，契約額で91.9%増，実際に投資された外資額で、
149.9%増で，その規模の急拡大に驚かされる程である。 1994年は対前年
比では，契約認可件数で43.1%減，契約額で27.0%減，実際に投資された
額では22.8%増となっている。 1994年は契約認可件数と契約額で前年を大
幅に下回っているが，これは前年の急増加の反動と，園内経済運営上の必
要から(例えばインフレの抑制など)やや抑制ぎみの部門選択的な外資導
入の方針をとったこと，中国側の資金準備の困難などの諸要因が関係して
いるものとみられる。 1995年の詳細な関連資料は入手されていないが，最
近の情報によれば， 1995年の契約認可件数は 3万7，126件，契約額は910億
ドル，実際に投資された額は381億ドル，契約認可件数，契約額双方で前
年を下回ったものの，実際に投資された額て、は前年を11.6%上回っている。
(35) r人民日報j(海外版)， 1994年4月27日号， B本国際貿易促進協会『国際貿易」
1994年12月13日号，同紙1995年2月28日号など参照。
4 第19巻第2号(経済学・経営学編)
1995年末の累計契約認可件数は25万8，000件，累計契約額3，957億ドル，実
際に投資された外資累計額は1，354億ドル， 12万余りが操業，就業者は約
1，600万人に達すると報じられている。
1995年3月6日対外貿易経済合作部部長呉儀氏が「部直属企業改革工作
会議」において述べたところによると， 94年末時点での中国の各種対外経
済貿易企業(対外貿易公司，生産企業，対外経済企業，科学研究機関，商
業企業，物資企業)は8，342社，これにすでに実際に営業をしている三資
企業10万社が加わり，総数では約11万近くがこの時点で対外経営権をもっ
企業数であるとされている。これによると，対外経済貿易活動に携わる中
国側企業数は外資系を含めた対外貿易権をもっ企業数の約 8%を占めてい
ることになる。
三資企業の貿易額の中国の貿易総額の中に占める割合が， 90年代に入っ
てから急速に上昇している点については，すでにみてきた所である。先頃
入手した統計によると， 1995年のその額は1，098億2，000万ドル，中国の貿
易総額に占める比率はほぼ40%近くにまでなっている。輸出と輸入に分け
てみると，構造的に大幅な輸入超過となっており， 1995年の状況では輸出
額が468億8，000万ドル，輸入額が629億4，000万ドルとなっており， 160億
6，000万ドルの入超となっている。三資企業の輸出額の輸出総額に占める
割合は31.5%，輸入額のそれは47.7%である。
1995年の海関統計からは保税貿易の項目が新たに加えられていることか
(38) 
ら，対前年比の増加率を算定するには，保税貿易額を減じた輸出入額との
対比でこれを計算しなければならないが，これによると， 95年の輸出入総
(36) W国際商報Jl， 1996年1月24日号。
担7) I呉儀部長在部直属企業改革工作会議上的講話J，対外経済貿易大学『国際貿
易問題Jl， 1995年第7期， 3~4 頁。
仰) General Administration of Customs of the People's Republic of China; China's 
Customs Statistics (Monthly)， Series No. 76， December 1995， Economic Informa-
tion & Agency， Hong Kong， p.2. 
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額は2，808億4，800万ドル，対前年比15.6%増，輸出額1，487億7，000万ドル，
同21.9%増，輸入額1，320億7，800万ドル，同9.1%増となっている。固有
企業の輸出入総額は1，646億4，200万ドルで，対前年比10.8%増，輸出額
992億5，600万ド、ル，同16.0%増，輸入額623億1，400万ドル，同3.4%増で
ある。これに対して，三資企業の輸出入総額は1，098億1，900万ドル，対前
年比22.7%増，輸出額468億7，600万ドル，同33.7%増，輸入額629億4，300
万ドル，同15.5%増である。
明確にわかるように，輸出と輸入の両面で三資企業が国有企業をはるか
に凌ぐ急成長をしているのである。
保税貿易を除く 1995年の対前年輸出増加額と輸入増加額の中に占める固
有企業と三資企業の割合をみると，輪出増加額264億8，100万ドルのうち固
有企業が136億2，800万ドルで'51.5%，三資企業が117億400万ド、ルで， 44.2 
%，輸入増加額105億1，400万ドルのうち国有企業が20億4，600万ドルで、
19.5%，三資企業82億1，200万ドル， 78.1%となる。本稿(中)の中でも
若干触れたが， 1993年の輸出増加額は68億400万ドルで、あったが，三資企
業の輸出増加額は78億8，000万ドノレで，中国の経営単位のマイナス輸出を
補って輸出の成長を支えたといえる。同年の輸入増加額は233億7，400万ド
ルで，このうち66.2%にあたる154億6，200万ドルが三資企業によって行わ
れた。 1994年の状況をみると，輸出増加額292億6，200万ドルのうち三資企
業が94億7，200万ドル， 32.4%，中国の経営単位が197億9，000万ドル，
67.6%，輸入増加額116億5，500万ドルのうち三資企業が111億100万ドル，
95.2%，中国の経営単位5億5，400万ドル， 4.8%である。ここ数年の状況
を概括すると，輸入の増加分は 3分の 2以上が三資企業によって行われ，
輸出増加分は5割未満3割以上が三資企業によって担われるというのが通
常の姿とみられる。 1993年の輸出の事情は，やはり正常のものとは判断し
にく L、。
2 三資企業による貿易の特徴
6 第19巻第2号(経済学・経営学編)
(1) 広義の加工貿易を主とする貿易
1984年から狭義の加工貿易(輸入原材料を加工して輸出する貿易形態=
進料加工貿易)と委託加工・組立貿易(来料加工・装配貿易)が奨励され
るようになり，これに応じて両者を含む広義の加工貿易が増大していった
点については，すでに本稿(上)でみてきたところである。外国からの直
接投資の増加につれて，三資企業の輸出入額も増え， 1984年と85年の状況
第15表三資企業の輸出入額
(単位:億ドル)
輸出入総額 輸出総額 輸入総額
年 全体に占め 全体に占め 全体に占め
金額
る割合(%)
金額
る割合(%)
金額
る割合(%)
1980 0.4 O. 1 0.1 0.3 0.2 
1981 1.4 0.3 0.3 0.2 1.1 0.5 
1982 3.3 0.8 0.5 0.2 2.8 1.4 
1983 6.2 1.4 3.3 1.5 2.9 1.4 
1984 4. 7 0.8 O. 7 0.2 4.0 1.4 
1985 23.6 3.4 3.0 1.1 20.6 4.9 
1986 30. 1 4. 1 5.8 1.9 24.3 5. 7 
1987 43.3 5.2 12.1 3.1 31. 2 7.2 
1988 82.0 8.0 24.6 5.2 57.5 10.4 
1989 137.1 12.3 49.1 9.4 88.0 14.9 
1990 201. 2 17.4 78.1 12.6 123.1 23.1 
1991 289.6 21. 3 120.5 16.8 169.1 26.5 
1992 437.3 26.4 173.6 20.4 263.7 32.7 
1993 670. 7 34.3 252.4 27.5 418.3 40.2 
1994 876.4 37.0 347. 1 28.7 529.3 45.8 
1995 1，098.2 39. 1 468.8 31. 5 629.4 47.7 
出所.中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報』各年，
同『中華人民共和国海関統計年鑑』各年。但し， 1990年と91年の数
値は隆国強「外資企業在我国進出口貿易中的地位J，中国対外貿易経
済合作部国際貿易研究所『国際貿易~， 1994年第12期， 25頁による。
1995年の数値は GeneralAdministration of Customs of the People's 
Republic of China; China's Customs Statistics (Monthly)， Series No. 
76， December 1995， Economic Information & Agency， Hong Kong 
より作成。
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第16表三資企業の輸出増加寄与率
輸出総額 三資企業輸出額 非三資企業輸出額 三費企業の輸
年
出増加寄与率億ドル 増加率% 億ドル 増加率% 億ドル 増加率%
1986 309.4 13.13 5.8 93.33 303.6 12.24 7.80 
1987 394.4 27.47 12.1 108.62 382.3 25.92 7.41 
1988 475.2 20.49 24.6 103.31 450.6 17.87 15.47 
1989 525.4 10.56 49.1 99.59 476.3 5.70 48.81 
1990 620.9 18.18 78. 1 59.06 542.8 13.96 30.37 
1991 719.1 15.82 120.5 54.29 598.6 10.28 43.18 
1992 849.4 18. 12 173.6 44.07 675.8 12.90 40.75 
1993 917.4 8.01 252.4 45.39 665.0 1. 60 115.88 
1994 1，210. 1 31. 91 347.1 37.52 863.0 29.77 32.55 
1995 1，487.7 22.94 468.8 35.06 1，018.9 18.06 43.84 
一三資企業輸出増加額三資企業輸出増加寄与率 X100 輸出増加額
出所:第15表と同一資料による。
を上掲第15表で比較確認すると，この点が明確に確認できるし， 85年以降
の三資企業の輸出入額の成長がし、かに急速であったかも確認できる。この
中で，三資企業は広義の加工貿易を主要な貿易形態として発展させてき
?。。 ?
1992年の三資企業の貿易総額の中に占める広義の加工貿易の割合は82.5
%，輸出ではその比率は87.5%，輸入では広義の加工貿易に関連した輸入
の比率が77.0%となっている。 1995年の状況では，三資企業の貿易総額に
占める広義の加工貿易の割合は72.0%，輸出ではその比率は89.7%，輸入
では58.9%である。 1992年と比べて加工貿易の割合が下がっているのは，
仰) 隆国強「外資企業在我国進出口貿易中的地位J，中国対外貿易経済合作部国際
貿易研究所「国際貿易j]， 1994年第12期， 25頁。
仰) 同上論文，向上誌， 25頁。
(41) Genera1 Administration of Customs of the People's Republic of China; China's 
Customs Statistics (Monthly)， Series No. 76， December 1995， Economic Informa-
tion & Agency， Hong Kong， pp. 12~ 13. 
8 第19巻第2号(経済学・経営学編)
主としてここのところの自家用設備・資材輸入の急増と，国内加工販売用
原材料および部品の輸入が増加していることが影響している。
三資企業の主要貿易形態が広義の加工貿易となっている原因は，大別2
つの面から考えられる。
①三資企業の多くが香港，台湾，日本，東南アジア諸国の中小企業との
合弁，合作，単独投資によって設立されたものであること。これらの
中小企業は元来加工輸出指向型の企業で，これら企業は本国を含む国
際市場から原材料，部品を調達し，加工・組立後アメリカやヨーロツ
パに輸出するとL、う性格をもっているということ。
①中国国内の事情，すなわち中国圏内産品の構造，生産あるいは輸送条
件，体制的あるいは政策上の要因，国内原材料-部品の技術基準-品
質・納期等の諸要因から，三資企業が加工輸出するのに中国国内で十
分な条件が満たされないために，狭義の加工貿易や委託加工・組立の
形態の貿易を行わざるをえない事情が存在すること。
(2 ) 労働集約的商品を主とした輸出
隆国強氏の指摘によると，三資企業の加工輸出商品は工業製品を主とし
たものとはなっているが，実質上は労働集約的工業製品が中心となってい
る。 1993年の輸出額の93%は工業製品であるが，このうち服装，靴，紡織
品，玩具， トランク・カパンなどが重要な地位を占めている。輸出額で首
位にある機械-電気製品もほとんどは主要原材料や部品を輸入して，簡単
な加工・組立をして輸出するという形になっており，内容的には労働集約
的製品である。
(3) 北アメリカ，ヨーロッパ，日本などを中心とした輸出市場構造
三資企業のみの輸出市場構造についての資料は得られないが，隆国強氏
によると，三資企業を設立した外国企業は中国での活動に入る以前にも主
要な輸出市場はアメリカ，日本，欧州連合などであった。三資企業の労働
(42) 前掲論文，前掲誌， 25頁。
仰) 同上論文，同上誌， 25~26頁。
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集約的製品の生産とその加工輸出型とL、う性格は変わらず，輸出市場構造
もやはりアメリカ，日本， ヨーロッパが中心となっている。
3 三資企業の貿易急成長の原因
上にみてきた通り，三資企業の貿易は急速な成長を示している。三資企
業の貿易はなぜかくも急速に成長したのか。ここでは主として輸出急成長
の要因をさぐりながら，輸入についても若干の考察を加えてみたい。
輸出
三資企業の輸出が1億ドル以上の輸出額として定着したのは1985年から
である。爾来1995年までの10年間にその輸出額は156倍，年平均成長率
65.7%の急成長を遂げてきたのである。同期間中の中国全体の輸出額は
5.4倍，年平均成長率は18.5%である。このような輸出の急成長の要因と
しては，以下のようなことが挙げられる。
①先ず挙げられる要因としては，三資企業の中国への急進出である。三
資企業の数の増加とともに，その規模も大きくなってきている。
①これまで進出した三資企業の多くは外向き指向の企業で，製品輸出を
主目的としていた。
①三資企業は中国の国有外貿企業に比べて優れた輸出能力をもってい
る。マーチャンダイジング，マーケテイングなどの面における，中国
の国有外貿企業に比べて優れた三資企業が，輸出の急速な伸長をはか
っていったのは当然のことといえる。
①中国の国有外貿企業の輸出価格と三資企業の輸出価格の比較からは，
どちらが輸出価格を低く設定しているかは明確な結論が得られない
が，少なくとも次のことは三資企業の輸出価格設定上の優位な点であ
る。固有外貿企業の輸出の多くは仕入し輸出される。これに対して，
三資企業の輸出のほとんどは三資企業自体の製品を直接輸出してい
る。したがって，三資企業の輸出では中間マージンが入ってこない。
附同上論文，向上誌.26頁。
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三資企業はこの分経営コストを相対的に低くすることができ，価格競
争上有利な点が存在する。
⑦三資企業は国有外貿企業と比較して1993年までは輸出条件上有利な条
件があったが.94年以降は大きな差異はなくなってきている。しかし，
今日なおいくつかの点で有利な条件も残っている。
①外貨管理
1993年までは，国有外貿企業は外貨収入計画と外貨上納の任務を負
わされていた。このため，固有外貿企業は利潤を犠牲にせざるをえな
いことがあった。国有外貿企業は取得外貨の20%を公定為替レートで
国に上納しなければならなかった。公定レートと市場レートの間には
概ね3人民元の差があり. 1994年1月1日以後の統一為替レート 1ド
ル=8.7元で計算すると，国有外貿企業は市場レートで経済計算でき
る三資企業に比べて. 1ドル当たり0.6人民元だけ必ず収入が少なく
なっていた。さらに，国有外貿企業は市場レートで20%までは，国家
の要求に応じて外貨を国家に売却しなければならなかった。 1994年以
降は人民元レートは一本に統ーされ，外貨上納義務もなくなり，この
意味からすれば国有外貿企業と三資企業は平等な競争条件に立つこと
になったが，やはり三資企業は外貨管理面では国有外貿企業に比べて
自由度が高い。三資企業は外貨収入を自由に使用できるし国家銀行
に売る必要もない。しかし，国有外貿企業は国家のために外貨収入を
確保する責任と義務があり，外貨の使用にしても一定の制約を受ける。
①税制
三資企業は所得税の減免と若干の税制上の優遇措置をうけており，
固有外貿企業は競争上不平等な地位に立っとの意識があるが，固有外
貿企業は輸出商品については輸出戻し税の制度を利用できる。三資企
業企業には工商統一税が課されていたが，このために輸出戻し税制度
の適用をうけられないことになっていた。しかし，三資企業は輸出商
品に対しては工商統一税を免除されていたから，内容的には同ーとい
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うことになっていた。 1994年の税制の改革によって，内外企業は同一
税種，同一税率が適用される原則となり，国有外貿企業も請負制から
課税制に変更された。但し，三資企業に対しては対外的信用上従来の
税収政策を変えず，各種の優遇を維持している。工商統一税が付加価
値税に改められた後も， 1993年12月31日以前に設立された三資企業に
対しては，従来と同じ条件が課される。 1994年以降設立された三資企
業に対しては，新税制が適用される。中国関連筋の消息によれば，新
税制になってから以後，国有外貿企業の税負担は20~30%増えたとい
われ，輸出競争力に影響があるとされている。
①金融
三資企業は輸出面で2種の金融上の優遇が受けられる。中国銀行が
登録資本の200%以内の外貨貸付を行う。また，製品輸出企業の必要
とする回転資金と貸付については優先的に行うこととなっている。
包物資供給と製品販売
二重物価制の時には，この問題は大きかったが，今日ではさほど大
きくはない。若干の輸出商品用の原材料供給上，三資企業は圏内価格
で原料の供給が受けられず，国際価格で計算しなければならないもの
がある。電力，水道，運輸，電信などの料金は固有外貿企業と同一で
ある。製品販売上で、は輸出のための輸入については輸入関税が免除さ
れ，工商統一税も免除されるる点で，三資企業が競争上有利な条件が
ある。
輸入
①すで、に述べたように， 1984年から中国では委託加工-組立貿易，狭義の
加工貿易が奨励されるようになり 三資企業の投資が増加するにつれ
て，三資企業の狭義の加工貿易，委託加工・組立貿易も発展してきた。
1992年における三資企業の広義の加工貿易は三資企業輸出入総額の
(45) 対外経済貿易大学国際貿易研究所課題組「外商投資企業与国有外貿企業出口比
較研究J，対外経済貿易大学『国際貿易問題.t1994年第7期， 41~44頁。
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える決定を行った。
①外貨留成比率が極めて低く，留成金額規模も小さい。 1979年に国務院の
発した 1202号」規定によれば，各地方，各部門は1978年の輸出買付額
を基数とし，これを上回って買付けた部分の外貨収入分について，中央
の部管理商品については20%，地方管理商品については40%の外貨留成
をすることができる。
②外貨の配分は“域" (経営活動を行う系統の一塊，あるいは一つにまと
まった行政単位)を主とし，各地の外貨留成比率がまちまちであった。
沿海開放地区や経済特区の開発，対外開放と外向きの経済発展を推進す
る目的から，国は外貨配分上経済特区や経済技術開発区に対して優遇政
策をとった。 1980~84年の聞は，深ガ11特区の輸出外貨収入に対しては全
額留成と，外貨そのものを手元に置くことを許した。経済技術開発区で
は二・八留成 (80%は地方， 20%は中央)とした。 1985年からは輸出商
品外貨収入についてはすべて留成制度を導入し，地方の外貨留成比率を
引き上げた。具体的には，中央の部管理商品の輸出留成外貨については，
地方と企業が80%留成することができるようになった。地方管理商品に
ついては，全額地方が留成できる。地方の留成外貨のうち原則上50%は，
商品輸出を委託した企業に分ける。地方の留成外貨は主として本地区の
農工業生産建設と市場の必要とする物資の輸入に用いられる。
門，地方，企業は外貨収入の実績数字と国の定める規定の一定の比率に基づいて，
外貨収入の一部を保留できるようになった。部門，地方，企業が輸出によってえ
た外貨金額のうち一定の比率に応じて受け取る外貨金額が留成外貨額度である。
例えば， 100万ド、ルの額度をもっとL、う具合である。留成額度をもっ単位は当地
の国家外医管理局に申請し，外貨額度口座を開設しなければならなL、。留成外貨
所有者は必要に基づき，使用範囲を定めた規定にしたがって計画を編成し，主管
部門の審査，同意を取りつけ，かつ当地の外陸管理局の批准を経たのち，その留
成外貨を自己目的用に自主的に使用できる(~中国経済体制改革実用詞典》編写
組『中国経済体制改革実用詞典~，海i朝出版社， 1989年， 369頁。)
(51) 前掲論文，前掲書， 21頁。
(52) ~中国経済体制改革実用詞典》編写組『中国経済体制改革実用詞典~，海潮出版
(次頁へ続く)
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①国は留成外貨の使用に対して厳しく統制した。留成外貨は基本的には国
の批准等の方法を通じて間接的に国によって統制され，手続きが煩雑な
うえ手続に長時間を要した。この段階では，企業は事実上は外貨に対し
て直接支配権をもっていなかった。相当の部分の留成外貨は，種々の原
因により効果的に利用されにくかった。外貨調整市場の未発達も，外貨
の合理的再配分が回碍される重要な要因の一つでもあった。
第17表ー 1 輸入外貨源泉の構成:1980~84年
(構成比%)
出所:中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報』各
年より作成。
第二段階 (1988~90年)
第一段階の対外貿易体制改革の基礎の上に立って， 1988年からさらに貿
易体制の改革を深め発展させるために，前年から試験的に導入されていた
貿易における請負経営責任制が導入されることとなった。同時に，すでに
相当の国際競争力をもち，各種優遇措置のあたえられている軽工業品，紡
織品，工芸品の3業種と経済特区には，損益自己負担原則の経営方式が導
入されることとなった。主要内容は以下の通りである。
①外貨留成比率を大幅に拡大した。外貨の留成比率は外貨収入計画を超
えて増加した部分に対してではなく，外貨純収入に対してというよう
社， 1989年， 369頁。内容の詳細については，拙稿「中国対外貿易における意思
決定メカニズムj，日本貿易振興会『中国の政策決定メカニズム~， 19叩年， 32~34 
頁，拙稿「中国の貿易システムの変革j，金子敬生 安元泰共編『東アジアの経
済発展~，渓水社， 1990年， 221~223頁，日本貿易振興会機械技術部「中国の技
術・プラント導入政策と貿易管理制度の改革~， 1987年， 37頁を参照されたい。
約) 前掲論文，前掲書， 21頁。
(54) 詳細については，拙稿「貿易計画システムの改革と地方政府の貿易計画システ
ム j，日中経済協会「中国:地域開発と地方政府の役割~， 1991年を参照されたL、。
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に改められた。対外貿易企業は輸出外貨収入確保の任務を達成し，国
に対する外貨上納を保証すると L寸前提の下で，以前に比べより多く
の留成外貨がえられるようになった。請負基数を超えた外貨収入に対
しては中央20%・地方80%，あるいは中央30%・地方70%といった比
率で分けることとし，各公司，各企業の積極性を鼓舞するようにした。
①先に述べたように，経済特区や軽工業品，工芸品，紡織品の3業種な
どの経営は損益自己負担原則とし，外貨留成も業種別に傾斜政策が採
られることとなった。 1989年 1月からは，軽工業品，工芸品，紡織品
の3業種では，中央20%・留成80%，機械・電気製品では100%の留
成ができることとなったなどである。また，広東省，福建省，内モン
ゴル・新彊・広西 寧夏の 4民族自治区，青海省，貴州省，チベット
自治区，経済特区でも，一般と別途の外貨留成比率が適用される。
第三段階 (1991-93年)
1991年から第二次請負経営責任制が導入され，いよいよ貿易経営に対す
る財政からの赤字補墳が廃止され，対外貿易企業は自主経営，損益自己負
(58) 
担，自己発展という新しい経営システムでの貿易経営に踏み出した。外貨
配分においても，第一次請負経営責任制期の業種別の外貨留成政策から生
ずる競争条件の不平等などの欠陥を改善するために大きな改革が行われた。
①これまで業種闘で異なっていた外貨留成比率を統一し，損益自己負担
(5) 請負経営責任制が導入された当初の段階と1989年1月からでは内容が異なって
いるようである。請負経営責任制導入当初の内容については拙稿上掲論文参照。
(56) 劉学勝「中国的外匪分配体制改革述評J，股介炎-凌則堤・宋海鵬主編『中国
外陸管理与経営概覧~，経済管理出版社， 1993年， 21~22頁。
和7) 1980年10月中国銀行は外貨融通調整売買業務を試験的に開始し， 86年2月国内
企業間，同10月外資系企業開の外貨融通売買を正式にみとめた。 1988年貿易の請
負経営責任制が導入されたのに対応して，各省，市，沿海主要都市に外貨調整セ
ンターが設けられた(孔祥E斤「中国外摩市場的発展与展望J，向上書， 44~45頁。
糞巌主編『外匪業務実用手冊~，中国発展出版社， 1993年， 181頁)。
(58) 内容の詳細については拙稿「貿易計画システムの改革と地方政府の貿易計画シ
ステムJ，Ir中国:地域開発と地方政府の役割~，日中経済協会， 1991年， 195~196頁
を参照されたL、。
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の貿易経営体制に突入した。これによって，外貨配分上対外貿易の試
験的な業種に対してとられてきた傾斜政策が取り消され，統一留成比
率が採用され，個別経営単位に対する競争上の平等性が保証されるこ
ととなった。第三類の輸出商品の経営を完全な形で開放し経済競争
原理による合理的な輸出の促進をはかることとした。
①さらに，地域間に設けられていた外貨留成比率の差異も廃止された。
これによって，これまで優遇の与えられていた地域に輸出貨源が流れ
るとL、う歪んだ動きが是正されるようになった。国は経済特区，経済
技術開発区，少数民族地区の対外貿易企業にも上納外貨額度の任務を
課すこととし，留成比率を統一することとしたので、ある。
①国家の外貨収入を確保し，外貨の過度の分散，また輸出企業の利益を
損わないよう，国務院は1991年から外貨額度の有償買付政策を実行し
た。
具体的には，従来地域毎で異なった外貨留成比率は，商品大分類別に統
一し，一般商品(機械・電気設備を含む)については二-八分配比率に統
ーされることになった。国家への上納外貨は公定レートで20%，地方人民
第17表-2 輸入外貨源泉の構成:1985~93年
(構成比%)
年 中央外貨
中央各部 地方外貨および 外貨支払を要
その他
留成外貨 地方留成外貨 しない輸入
1985 55.64 2.36 21. 27 20. 73 
1986 53.68 2.69 18.27 25.36 
1987 43.91 2.59 22.06 31. 42 
1988 35.59 1. 93 26.11 36.34 
1989 31. 26 1. 89 25.52 41. 31 
1992 13.3 1.6 23. 1 61. 7 
1993 7.1 1.6 22.4 20.8 47.9 
出所・中華人民共和国海関総署編印『中華人民共和国海関統計年報』
1985~89年各年，伺編印『中華人民共和国海関統計年鑑.! 1992 
~93年各年より作成。
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政府と生産企業が各々10%ずつ留成，残りは輸出入取扱企業が留成する。
国は全国の外貨調整市場の平均価格で，貿易企業と輸出商品供給企業から
それぞれ獲得外貨の20%と10%を買い上げる選択権を有する。残りの外貨
は自由に企業が使用，運用できることとなった。
これをうけて，外貨調整機能の拡充をはかり，従来地域間交流のほとん
どなかった外貨調整市場を省聞にまたがった範囲にまで拡大することを積
極的に推し進めるとの方針も打ち出された。地方人民政府ならびに官庁は
行政的手段によって，外貨資金の横の流通に干渉してはならないことが併
せ通達された。
第四段階(1994から現在)
1994年からは対外貿易における請負経営責任制が取り止められ，貿易に
携わる企業に対して，これまで実施されてきた外貨留成，外貨上納，外貨
額度管理が廃止された。
①輸出あるいは中継貿易，その他の取引によって取得した外貨は，外資
系企業を除きすべて銀行の公定レートで全額外国為替指定銀行に売却
しなければならない(外貨買取制)0留成外貨額度残高については過
渡的措置を実施する。
①経常取引項目の正常な対外支払のための外貨使用に対する計画 審査
-批准制度を廃止し，経常取引項目の正常な支払に要する外貨につい
ては，有効な証患に基づき，外国為替指定銀行が人民元と交換に供給
する(外貨売却制)。
③輸入割当あるいは輸入制限を実施している貨物の輸入については，関
係部門発行の割当証明書，許可書あるいは輸入証明書および該当の輸
入契約書。
①自動登録制を実施している貨物の輸入については，登録証明書および
該当の輸入契約書。
①@⑤以外の国の輸入管理規定に適うその他の貨物の輸入については，
輸入契約書と国外の金融機関の支払通知書。
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①過渡期の措置として，改革の初期には輸出企業に対し，外貨買取額の
50%は外国為替指定銀行に口座を設けることとする。輸出企業が輸出
に要する外貨や貿易の関連経費は，上述の有効な証患に基づきこの口
座の残高の中から外貨に交換する。輸出企業の輸出に必要な外貨が上
記口座残高を超える場合には，国の規定にしたがい，有効な証患に基
づき，外国為替指定銀行で外貨に交換できる。
①外資系企業の外貨収入は，外国為替指定銀行あるいは園内の外資銀行
に外貨預金口座を開設することができる。外国投資企業は国の規定の
許す範囲内で対外支払を，外貨預金口座残高から直接することができ
る。外貨預金口座残高を超える輸入支払に要する外貨については，国
家外国為替管理部門が国の授権部門が批准した文書および契約書を審
査，批准してから，外国為替指定銀行から外貨を購入するとL寸手続
を経ることになる。
この改革の方向にそって， 1994年3月26日中国人民銀行は「結匪，管匪
及付陸管理暫行規定」を発布 4月1日から施行した。国務院の批准を経
て発布，施行されたこの「規定」では，上述の改革の内容がさらに具体的
に定められている。この規定では，第一条に「外貨の決済，買取および売
却行為を規範化し，経常項目の人民元の条件付先換のために，特にこの規
定を制定する」とされており，ここで直接関連する部分について触れれば，
以下のような点が挙げられる。
①外貨の買取については，上述の内容の具体化として，先払・後受の中
継貨物取引による外貨収入，展覧会・委託販売による外貨収入，対外
クレームによる外貨収入，返済された外貨保証金などは，すべて外国
為替指定銀行に売却しなければならない。
①対外代理業務機構が代理で受け取った支払前の外貨，暫定的に受け取
った支払前の外貨，暫定的に受け取った売却前の外貨，国外から送ら
的) r中国人民銀行関子進一歩改革外匪管理体制的公告J，W国際商報j]， 1993年12
月30日号。
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れた入札保証金，契約履行保証金，前受・後払の中継貿易による外貨
収入については，国家外陸管理局およびその分支局に申請し，外国為
替指定銀行に外貨口座を開設して，規定により外貨決済することがで
きる。これらの外貨は会計制度の期毎の決算で実現した収入に基づき，
すべて外国為替指定銀行に売却しなければならなし、。
①輸入割当あるいは輸入制限品目の輸入，自動登録制実施品目の輸入，
前2者を除く国家の輸入管理規定に適う品目の輸入の前払金(規定比
率内のもの).信用状開設保証金，支払残金，運送費，保険費，マー
ジン(規定内比率のもの)およびそれらに属する費用は，関連輸入品
目の輸入に定める有効な証愚あるいは認可書類に基づいて，外国為替
指定銀行で外貨の支払を受ける。
①保税区，保税倉庫から購入する商品，国外から展覧会用に購入する展
示品については，①の輸入品目区分による有効な証患によって外国為
替指定銀行で外貨の支払を受ける。
①輸出項目の賠償を行うための外貨は，外貨決済見換伝票，賠償協議書
およびクレーム処理証明書により，外国為替指定銀行で外貨の支払を
受ける。
①次の項目の輸入については，外国為替指定銀行が顧客の提出した支払
明細書に基づき先払し，事後に査定する。
①委託加工で生産した後に輸出する商品の輸入については，対外経済貿
易部門の批准した委託加工契約書を提出する。
①国務院の批准を経て免税品公司が規定の範囲内で経営する免税品商品
の輸入に対する支払。
⑦次の項目の対外支払は，国家外陸管理局あるいはその分支機構発行外
貨売却通知書を提出し，外国為替指定銀行で支払を受ける。
@規定の比率を超える前払金，手数料。
①中継貿易の先払・後受の対外支払。
①外貨口座から対外支払をする場合には，口座開設銀行は規定の外貨口
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座の収支範囲に基づき査定し，上述の関連項目に対応する規定に基づ
き査定，支払処理をする。
①外貨購入支払および外貨口座から支払を行う場合は，いずれも関連決
済方式あるいは契約に規定する期日に手続し，期日前に繰り上げ支払
をしてはならない。
⑮パーター貿易項目の輸入は，外貨購入あるいは外貨口座による支払を
しではならない。
⑪先に触れたように，外国為替指定銀行は輸出企業の外貨買取額の50%
で口座を設けることになっているが，輸出企業は輸出拡大に要する外
貨の使用(原材料輸入加工輸出貿易，包装材料，輸出基地，クレーム
処理，輸送保険費，アフター・サービスおよび貿易にともなう費用を
含む)については，上記の関連項目の規定に基づき支払手続を行い，
支払銀行は口座残高から該当の金額を引き落とす。
⑫外貨の売却に関する上記規定は外資系企業には適用しない。
1993年12月28日公示された「進一歩改革外罷管理体制的広告」の線に沿
っての改革は， 94年 1月1日から新しレ一歩を踏み出し，同年3月16日発
布， 4月1日施行の「結涯，魯陸及付匪管理暫行規定」で， I広告」の線
に沿っての内容が具体的に示され，その後今日までの外貨管理はこれによ
って行われてきた。これらの一連の改革は本年1月29日公布， 4月1日か
ら施行された「中華人民共和国外陸管理条例」の形にまとめられ， 1980年
12月18日発布された「中華人民共和国外匪管理暫行条例」に基づく従来の
外貨管理体制が，改革の過程を経て新たな体制に完全に移行したことにな
る。新たな「条例Jは1994年以後の外貨管理体制改革の成果を規範化，法
制化したもので，例えば条文自体も， I国内機構の経常項目収入は，国務
院の《結匿，魯霞及付匪管理的規定》に従って，外国為替指定銀行に売却，
あるいは批准を得た後に，外国為替指定銀行に外貨預金口座を開設しなけ
(60) 1"結匪，筈匪及付匪管理暫行規定J，W国際商報~， 1994年3月31日号。
(61) 1"中華人民共和国外匿管理条例J，W人民日報~ (園内版)， 1996年2月26日号。
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ればならない。」といったような文言表現となっている部分もある。
さて，本稿を終わるに当たって，本来ならばここで最後の取り櫨めを行
うべきところであるが，すでに本稿は当初予定した紙幅を大幅にこえ，こ
の(下)稿でさえも予定の紙幅を上回ってしまっているので，最後の取り
纏めの部分は近々執筆予定の『日本貿易学会年報』第34号掲載稿に譲る不
手際をお許し願いたい。
(62) 向上「条例UJ，向上紙，同日号。
